
【各種サービスの説明】                       

令和７年度集団指導会  

【居宅介護支援事業所】 

日時：令和７年７月 10日（木） 

            14 時～15 時 

場所：一関保健センター 多目的ホール 

次  第

１ 開 会 

２ 挨 拶 

３ 説明事項 

令和６年度運営指導等から見た留意事項及び令和７年度運営指導計画について 

【資料-居宅１】 

令和６年度介護保険制度改正事項について              【資料-居宅２】 

指定更新、新規指定について                    【資料-居宅３】 

電子申請届出システムについて                      【資料-共通１】 

介護サービス事業者等に対する行政処分等の処分基準について        【資料-共通２】 

４ その他 

令和８年度施設整備計画について                 【資料-共通３】 

 原案作成委託料の支払い方法について               【資料４】 

 アンケートと質問票について                   【アンケート】 
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令和６年度指定地域密着型（介護予防）サービス事業所等運営指導の実績について 

１ 運営指導の実績 

  介護保険法第 23 条（※）及び一関地区広域行政組合介護保険サービス事業者等指導要綱に

基づき、運営指導を実施しました。これについては、指定期間内に概ね１回（施設系は概ね３

年に１回）を目安に実施しており、事業所から事前に提出いただいた調書により、利用契約に

関する書類やサービス提供に関する書類及び事業所内の状況等を確認しました。 

サービス名 
R6 管内 

事業所数 
R2 R3 R4 R5 R6 

地域密着型通所介護 19 ２ ４ １ ７ ３ 

認知症対応型通所介護 ３ １ － － １ － 

小規模多機能型居宅介護 ５ １ １ １ － － 

認知症対応型共同生活介護 28 13 ９ ６ 13 ９ 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ２ － １ １ － － 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ９ ２ ６ 1 ２ ５ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ２ － － － － － 

看護小規模多機能型居宅介護 １ １ － － － － 

居宅介護支援事業所 47 ３ ８ ６ 13 ９ 

訪問型サービス（総合事業） 31 ８ ４ ６ ３ 11 

通所型サービス（総合事業） 56 ５ ４ ９ ４ 15 

合計(地域密着型サービス含む) 203 36 37 31 43 52 

２ 監査の実績 

  介護保険法第 23 条及び一関地区広域行政組合介護保険サービス事業者等監査要綱に基づき、

通報、相談等に基づく情報を踏まえ、指定基準違反等の確認について必要がある場合、帳簿書

類等の提出、出頭または立ち入り検査（監査）を行っています。 

指定基準違反等が認められた場合には、勧告、指定の効力停止、指定の取消し等を行います

が、令和６年度においては３回実施しています。 

※介護保険法第 23 条（文書の提出等） 

 保険者は、保険給付に関して必要があると認めるときは、居宅介護支援、地域密着型サービ

ス及び地域密着型介護予防サービス、これらに相当するサービスを担当する者に対し、文書そ

の他の物件の提出もしくは提示を求め、もしくは依頼し、又は当該職員に質問もしくは照会を

させることができる。 
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３ 指導内容 

令和６年度の文書及び口頭での指導事項は以下のとおりです。 

項  目 
件  数 

居 総 地 備考 

介護報酬、加算に関すること ３ 要件、記録の整備等について 

届出に関すること １ ２ １ 事業所変更届の提出漏れ 

人員に関すること １ １ 必須研修の受講 

設備に関すること 

運営に関すること 23 56 61

内

訳

①  入退所 入所要件の確認方法 

②  被保険者証 ２ ３ 利用開始日等未記載 

③  内容・手続きの説明・同意・契約 ５ 11 15 契約書の不備 

④  居宅サービス事業者等との連携 

⑤  利用料、預り金等 ２ 出入金の確認体制について 

⑥ 身体拘束、褥瘡予防、感染症指針等 ３ ３ 委員会の作成、記録の公表 

⑦  外部（自己）評価 １ 外部(自己)評価の未公表 

⑧  サービス計画 ５ ５ ５ 担当者会議記録、ｱｾｽﾒﾝﾄ記録 

⑨  運営規程、重要事項説明書等 ３ 15 11 職員体制記載、利用料金誤りなど

⑩  非常災害対策 ３ 10 ４ 訓練の実施・記録 

⑪  衛生管理 

⑫  地域との交流 ７ 運営推進会議の議事録未公表 

⑬  事故発生時の対応、事故防止の体

制 
指針の未作成 

⑭  管理者の責務 

⑮  掲示 ２ ２ ３ 掲示していない項目 

⑯  苦情対応 ２ 記録を残していない 

⑰  緊急時の対応 １ １ マニュアル不備 

⑱  サービスの質（研修・広告） ２ ３ 研修の機会の確保 

⑲  記録 １ ５ ２ 担当者会議の記録なし 

⑳  秘密保持 ２ １ 誓約書未整備 

 その他事務指導 

合  計 24 59 66

2

資料₋居宅１



 運営指導等から見た留意事項について 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

第十八条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての

重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）として次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 職員の職種、員数及び職務内容 

三 営業日及び営業時間 

四 指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額 

五 通常の事業の実施地域 

六 虐待の防止のための措置に関する事項 

（解釈：組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われ

る事案（以下「虐待等」という。）が発生した場合の対応方法等を指す内容であること。）

七 その他運営に関する重要事項 

介護保険法 

（変更の届出等） 

第 82 条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他厚生労

働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定居宅介護支援の事業を再開

したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を市町村長に届け出な

ければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援の事業を廃止し、又は休止しようとす

るときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、そ

の旨を市町村長に届け出なければならない。 

〇介護支援専門員が減った場合 変更届+介護支援専門員一覧+勤務形態一覧 

         増えた場合 上記に加えて介護支援専門員証の写し 

【指導事項①】 

 運営規程に定められた事項を定めておかなければならない。 

 変更後は 10 日以内の届出をしなければならない。 
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指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（抜粋）

第十九条 九 介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅サービス計画の作成の

ために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅

サービス等の担当者（以下この条において「担当者」という。）を招集して行う会議（テレビ電話装

置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものと

する。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）が参加する場合に

あっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）をいう。

以下同じ。）の開催により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅サ

ービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただ

し、利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により、主治の医師又は歯科医師（以

下この条において「主治の医師等」という。）の意見を勘案して必要と認める場合その他のやむを得

ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めることができるものとす

る。

【Q＆A】平成 11年７月 29 日 

⑯ 居宅サービス計画の変更の必要性についてのサービス担当者会議等による専門的意見の聴取

（第 15 号） 

介護支援専門員は、利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合など本号に掲げる場合に

は、サービス担当者会議の開催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者か

ら、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合につい

ては、サービス担当者に対する照会等により意見を求めることができるものとする。なお、ここ

でいうやむを得ない理由がある場合とは、開催の日程調整を行ったが、サービス担当者の事由に

より、サービス担当者会議への参加が得られなかった場合や居宅サービス計画の変更から間もな

い場合で利用者の状態に大きな変化が見られない場合等が想定される。 

当該サービス担当者会議の要点又は当該担当者への照会内容については記録するとともに、基準

第 29条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存しなければならない。 

また、前記の担当者からの意見により、居宅サービス計画の変更の必要がない場合においても、

記録の記載及び保存について同様である。 

【指導事項②】 

 サービス担当者会議を照会とした理由が支援経過等に記載がない。 

 照会に対する回答を受領した記録がない。 
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指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（抜粋）

第四条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者

又はその家族に対し、第十八条に規定する運営規程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同

意を得なければならない。

第十九条 十 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等につい

て、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅サービス計画の原案の内容について利用

者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（抜粋）

第十九条の二 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定

居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければなら

ない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うものとする。 

【解釈通知】(15) 業務継続計画の策定等(抜粋) 

基準第 19 条の２は、指定居宅介護支援事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、

利用者が継続して指定居宅介護支援の提供を受けられるよう、指定居宅介護支援の提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計

画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、介護支援専門員その他の従業者

に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたもの

である。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

【指導事項③】 

 重要事項、サービス計画への同意が確認できない。 

【指導事項④】 

業務継続計画の不備または見直しができていない。 
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ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保

等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共

有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合

の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

（指定居宅介護支援の具体的取扱方針） （抜粋） 

第十三条 指定居宅介護支援の方針は、第一条の二に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針

に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

二の二 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。

二の三 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

解釈通知 

身体的拘束等の原則禁止や身体的拘束等を行う場合の記録（第２の２号及び第２の３号） 

基準第 13条第２の２号及び第２の３号は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない

場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満た

すことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、

その具体的な内容について記録しておくことが必要である。 

なお、基準省令第 29 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存しなければならな

い。 

【指導事項⑤】 

身体拘束事例への対応について 
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令和７年度指定地域密着型（介護予防）サービス事業所運営指導計画について 

１ 運営指導基本方針 

 介護サービスの質の確保と向上 

介護給付の適正な実施 

 高齢者の尊厳の保持（高齢者虐待の防止、身体拘束廃止に向けた取組） 

危機管理の徹底（災害対策、感染症対策、事故防止対策、防犯安全対策） 

２ 運営指導の予定 

(1) 対象事業所 

・ 居宅介護支援事業所      ７事業所 

  ・ 地域密着型サービス      13 事業所 

  ・ 総合事業（訪問型サービス）  ７事業所 

  ・ 総合事業（通所型サービス）  12 事業所 

合計 39 事業所 

(2) 実施時期    

令和７年９月から令和８年１月 

(3) 選定基準 

     ・施設系事業所  ３年に１回 

    ・居宅系事業所  ６年に１回 

    ・上記のほか、情報提供などがあった場合は、随時実施について検討する。 

(4) 指導班の編成 

運営指導を適正かつ公正に実施するため、指導職員２名以上をもって行う。 

(5) 運営指導の実施通知 

運営指導の実施にあたっては、原則として指導実施日の１か月前までに、指導の対象 

となる事業者に対し通知する。 

(6) 資料の提出 

     運営指導の実施前に、対象となる事業者に対し事前提出調書及び介護保険各種加算

自己点検シート、平面図等の実地指導に関し必要な資料の提出を求める。 

(7) 指導方法 

    「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針」により示された標

準確認文書の確認並びに現地確認より、各種基準等に適合しているかについて確認を行

う。また、サービス提供において不適切と思われる事項についても指導を行う。 

(8) 指導後の措置 

    運営指導から起算して概ね３週間以内に、指導の結果を検討し、その結果を当該事業者

に通知する。改善を要すると認められた事項については、文書により改善内容の報告を求

めるものとする。 

(9) 滞在時間の短縮化 

    事業所における滞在時間を最小限とするため、書類審査を介護保険課事務室で行う。事

業所に訪問した際には、書類審査に係る不明点や個別のケース（契約書類及びケアプラン

など）、設備基準、掲示事項の確認などを行う。 
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3.令和７年度運営指導計画

種類 事業者名 事業所名 実施予定時期

1 認知症対応型共同生活介護 社会福祉法人室根孝養会 孝養ハイツグループホーム ９月中旬

2 居宅介護支援事業所 一関市 ふじさわ居宅介護支援事業所 ９月中旬

3 通所型サービス 一関市 ふじさわデイサービスセンター ９月中旬

4 地域密着型通所介護 株式会社おおかわら リハビリステーション・ふっとアップ ９月中旬

5 訪問型サービス 有限会社たんぽぽ 有限会社たんぽぽ指定訪問介護事業所 ９月中旬

6 通所型サービス 社会福祉法人一関秀和会 デイサービスセンターひより ９月中旬

7 認知症対応型共同生活介護 特定非営利活動法人なごみ グループホームぽらん千厩 ９月下旬

8 通所型サービス 株式会社ライフケア幸成堂 デイサービスつれづれ ９月下旬

9 訪問型サービス 医療法人三秋会 やまゆりヘルパーステーション ９月下旬

10 居宅介護支援事業所 医療法人三秋会 やまゆり居宅介護支援事業所 ９月下旬

11 認知症対応型共同生活介護 社会福祉法人川崎寿松会 グループホームことぶき 10月下旬

12 居宅介護支援事業所 株式会社AKASI ケアプランさくら 10月下旬

13 訪問型サービス 株式会社航和 Ｍｙケアサービス 10月下旬

14 地域密着型通所介護 株式会社航和 デイサービス金沢の丘 10月下旬

15 通所型サービス 株式会社航和 デイサービス金沢の丘 10月下旬

16 通所型サービス 株式会社航和 デイサービス舞乃湯 10月下旬

17 小規模特養 社会福祉法人二桜会 特別養護老人ホーム寿光荘清水 10月下旬

18 認知症対応型共同生活介護 社会福祉法人稲泉会 グループホーム「けーせん」 11月上旬

19 通所型サービス 合同会社しづか亭 ミニデイサービスしづか亭 11月上旬

20 小規模多機能型居宅介護 企業組合労協センター事業団 あったかホームちゃごみ 11月上旬

21 訪問型サービス
一般社団法人
日本産業活性化支援機構

ライブサポートサービス一関 11月上旬

22 居宅介護支援事業所 医療法人三秋会 なのはな居宅介護支援事業所 11月中旬

23 訪問型サービス 医療法人三秋会 なのはなヘルパーステーション 11月中旬

24 看護小規模多機能型居宅介護 株式会社リツワ
ケアビレッジ一関ケアサービスステーション看護小規
模多機能型居宅介護事業所

11月中旬

25 認知症対応型共同生活介護 株式会社リツワ Lagom東五代 11月中旬

26 地域密着型通所介護 株式会社ドクターアイズ リハニック一関 11月下旬

27 通所型サービス 株式会社ドクターアイズ リハニック一関 11月下旬

28 地域密着型特定施設入居者生活介護 医療法人一秀会 介護付きケアハウス　プレシオーソ中里 11月下旬

29 認知症対応型共同生活介護 社会福祉法人つくし会 認知症高齢者グループホームほっとスマイル 11月下旬

30 居宅介護支援事業所 社会福祉法人つくし会 明生園居宅介護支援事業所 11月下旬

31 通所型サービス 社会福祉法人つくし会 明生園デイサービスセンター 11月下旬

32 通所型サービス 株式会社ツクイ ツクイ一関 12月上旬

33 通所型サービス 株式会社ツクイ ツクイ山目 12月上旬

34 居宅介護支援事業所 社会福祉法人柏寿会 福光園居宅介護支援事業所 12月上旬

35 居宅介護支援事業所 フォレスト医療介護サービス株式会社 フォレスト居宅介護支援センター 12月上旬

36 訪問型サービス 株式会社ラポール・テトラ ラポール・テトラ訪問介護支援事業所 12月中旬

37 通所型サービス 社会福祉法人　幸生会 クラリス機能訓練特化型デイサービス 12月中旬

38 通所型サービス 特定非営利活動法人ケアセンターいこい デイサービスセンター・いこいの丘 12月中旬

39 訪問型サービス 社団医療法人西城病院 訪問介護ステーション　ホスピス西城 12月中旬
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令和６年度介護保険制度改正に伴う留意点

〇居宅介護支援事業所 

運営基準

  【解釈通知】（抜粋）

同一事業所内での複数担当の兼務や他の事業所・施設等との担当の兼務については、担当者としての職務に

支障がなければ差し支えない。身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ましい）、感染対

策担当者（看護師が望ましい）、事故の発生またはその再発を防止するための措置を適切に実施するための担

当者、虐待の発生またはその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者

報酬改正

 〇減算

・感染予防等 

第二十一条の二 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所において感染症が発生し、又はまん延

しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。

一 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね六月に一回以上開催するとともに、その結果に

ついて、介護支援専門員に周知徹底を図ること。

二 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

三 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修

及び訓練を定期的に実施すること。
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【Q&A 】Vol.1 

問 164 答 感染症若しくは災害のいずれかまたは両方の業務継続計画が未策定の場合、かつ、当該業務継続

計画に従い必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。

問 166 答 行政機関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した時点ではなく、「基準を満たさない事実が生

じた時点」まで遡及して減算を適用する。

2
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【Q&A 】Vol.1 

問 167 答 全ての措置が一つでも講じられていなければ減算となる。

問 168 答 過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実が生じた月」と

なる。

3
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〇加算 
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◎指定介護予防支援事業所について（居宅介護支援事業所の場合） 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準（抜粋）

１．人員基準 

従業員の員数 

第二条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに一以上の員数

の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する職員（以下

「担当職員」という。）を置かなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに一以上の員数の指定

介護予防支援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を置かなければならない。

【解釈通知】（抜粋） 

また、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所に介護支

援専門員を、事業が円滑に実施できるよう、必要数を配置しなければならない。なお、当該介護支援専

門員は、当該居宅介護支援事業者が介護予防支援の指定を併せて受け、当該指定居宅介護支援事業所に

おいて指定介護予防支援を行う場合にあっては、居宅介護支援事業所の介護支援専門員と兼務して差し

支えない。 

② 基準第２条第２項において、指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、１以上

の員数の介護支援専門員を置かなければならないこととされているが、①に準じて取り扱うものとす

る。

管理者 

第三条 ３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第一項の規定により置く管理者は、介護保

険法施行規則（平成十一年厚生省令第三十六号）第百四十条の六十六第一号イ（３）に規定する主任介護支援専門

員（以下この項において「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専門員の確

保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）

を第一項に規定する管理者とすることができる。

【解釈通知】（抜粋） 

② 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業所に置くべき管理者は、主任介護支援専門員

であって、専ら管理者の職務に従事する常勤の者でなければならないが、当該指定介護予防支援事業所

の介護支援専門員の職務に従事する場合及び管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する

指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）は必ずしも専ら管理者の職務に従事する常

勤の者でなくても差し支えないこととされている。この場合、他の事業所とは、必ずしも指定介護予防

サービス事業を行う事業所に限るものではなく、例えば、介護保険施設、病院、診療所、薬局等の業務

に従事する場合も、当該指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない限り認められるものである。 

指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業所の管理者は、指定介護予防支援事業所の営業時

間中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整えている必要があるものであり、管理者が

介護支援専門員を兼務していて、その業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、そ

の他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく必要がある。 

5
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２．報酬について 
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〇 別紙3-2「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」　　別紙１－１　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

〇 別紙36「特定事業所加算Ⅰ～Ⅲに係る届出書」または別紙36-2「特定事業所加算（A）に係る届出書）

チェック項目 提出書類
特定事業所加

算(Ⅰ)
特定事業所加

算(Ⅱ)
特定事業所加

算(Ⅲ)
特定事業所加

算(A)

イ　(1) 常勤の主任介護支援専門員を２名以上配置していること
主任介護支援専門員研修課程修了書の写し
従業員の勤務体制及び勤務体系一覧表

ロ　(2) 常勤の主任介護支援専門員を配置していること。
主任介護支援専門員研修課程修了書の写し
従業員の勤務体制及び勤務体系一覧表

イ　(2)
常勤の介護支援専門員を主任介護支援専門員数とは別に３
名以上配置していること

従業員の勤務体制及び勤務体系一覧表

ハ　(3)
常勤の介護支援専門員を主任介護支援専門員必要数とは
別に2名以上配置していること。

従業員の勤務体制及び勤務体系一覧表

ニ　(3)
常勤の介護支援専門員を主任介護支援専門員必要数とは
別に１名以上配置していること。

従業員の勤務体制及び勤務体系一覧表

ニ　(4)
常勤の介護支援専門員を常勤換算方法により1名以上配置
していること。　　　　　　　　　　　　　　　　　（主任介護支援専
門員+ニ(3)介護支援専門員+ニ(4)常勤換算方法で１＝３名）

従業員の勤務体制及び勤務体系一覧表

イ　(3)
利用者に関する情報又はサービス提供にあたっての留意事
項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催しているこ
と。

（運営指導等で確認）

イ　(4)
24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相
談に対応する体制を確保していること。

24時間連絡体制が確認できる書類（マニュア
ル、連絡網等）

イ　(5)
算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分
が要介護３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が
100分の40以上であること。

算定月の利用者の総数のうち、要介護3～5で
ある者の占める割合が40％以上であることを示
す書類（任意様式）

イ　(6) 介護支援専門員に対し、計画的に、研修を実施していること。
個別の研修計画及び実施状況を示した書類（任
意様式）

イ　(7)
地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された
場合においても、当該支援が困難な事例に係る者に指定居
宅介護支援を提供していること。

（運営指導等で確認）

イ　(8)

家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、
生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者への支援に
関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加しているこ
と。

（運営指導等で確認）

イ　(9)
居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中
減算の適用を受けていないこと。

特定事業所集中減算チェックシート（直近に計
算したもの）

イ
(10)

居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援を行う利用
者数が当該指定居宅介護支援専門員１人当たり45名未満で
あること。（居宅介護支援Ⅱを算定の場合は50名未満）

（運営指導等で確認）
１事業所の介護支援専門員（常勤換算上の員
数）で平均した場合に下回っていればよい。ただ
し偏りがないようにすること。

イ
(11)

介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの
基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制の確保の有
無

岩手県からの登録通知または受入れに関する
書類の写し

イ
(12)

他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例
検討会、研究会等を実施していること。

直近で参加した事例検討会の資料の写し

イ
(13)

必要に応じて、多様な主体により提供される利用者の日常生
活全般を支援するサービス（介護給付等対象サービス（法第
二十四条第二項に規定する介護給付等対象サービスをい
う。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域
の住民による自発的な活動によるサービス等をいう。）が包
括的に提供されるような居宅サービス計画を作成しているこ
と。

（運営指導等で確認）

特定事業所加算チェックリスト(令和６年度改正対応）
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指定更新、新規指定について

１．令和７年度中に指定更新時期を迎える事業所

事業所名 指定有効終了年月日

1 ＪＡいわて平泉居宅介護支援センターもちっこ 令和８年２月 28 日

2 ＪＡいわて平泉居宅介護支援センターいわいの丘 令和８年２月 28 日

3 なのはな居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

4 関生園居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

5 明生園居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

6 福光園居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

7 仁愛会居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

8 ケアワークひらか指定居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

9 シルバーヘルス居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

10 ケアセンターいこい指定居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

11 介護相談センター ペルシモン 令和８年３月 31 日

12 寿光荘介護相談センター 令和８年３月 31 日

13 ソエル花泉介護相談センター 令和８年３月 31 日

14 花泉町在宅介護支援センター華松苑 令和８年３月 31 日

15 寿松苑指定居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

16 孝養ハイツ居宅介護支援事業所 令和８年３月 31 日

２．指定更新の手続きについて

  ①令和７年 11 月下旬から 12 月上旬に各事業所へ更新の案内通知を発出します。

  ②更新申請書の提出締切を令和８年１月末の予定です。

  ③令和８年２月に現地確認を実施します。主に掲示物、設備を確認します。

  ④２月末、３月末までに指定更新通知を送付します。

３．更新申請書類について

提 出 書 類
●必須     
〇変更があるもの

１ 申請者の登記事項証明書又は条例等 ○

２ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 ●

３ 管理者の経歴書 ○

４ 事業所の平面図 ○

５ 運営規程 ○

６ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 ○

７ 法第 79 条第２項各号に該当しないことを誓約する書面 ●

８ 介護支援専門員一覧 ●

９
関係市町村並びに他の保健医療サービス及び福祉サー
ビスの提供主体との連携の内容

○

10 介護給付費算定にかかる体制等状況一覧表 ○

1
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４．指定介護予防支援事業所の指定について

 ①指定申請を希望する段階で介護保険課へ連絡する。

 ②締切に合わせて指定申請書を介護保険課へ提出する。

・別紙様式第二号(一)指定申請書

・付表第二号(十二)指定介護予防支援事業所の指定等に係る記載事項

・別途定める書類

 ③現地確認（介護保険課で行う）

 ④一関地区広域行政組合介護保険運営協議会で審議を行う。

  ※居宅介護支援事業所の新規申請、更新申請は運営協議会の審議事項ではありません

  ※指定申請者に運営協議会への出席は求めるものではありません。

 ⑤介護保険運営協議会で承認された後に、指定通知を送付。

 ⑥指定介護予防支援事業所の運営開始。

指定申請書提出締切日 令和７年度介護保険運営協議会の日程

令和７年９月 26 日（金） 第２回 令和７年 10 月 29 日（水）

令和７年 10 月 31 日（金） 第３回 令和７年 12 月 10 日（水）

令和７年 12 月 26 日（金） 第４回 令和８年２月４日（水）

2
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令和８年度施設整備計画について（第９期介護保険事業計画から抜粋）

 〇指定の流れ

  令和７年７月から 10 月まで  募集期間

  令和７年 11 月        設置候補者の選考（面接審査）

  令和７年 12 月        介護保険運営協議会への諮問

  令和８年９月        指定申請書の提出締切

令和８年 10 月        本審査、介護保険運営協議会への諮問

  令和８年 11 月        事業所番号の附番、指定通知

  〇指定事務は岩手県県南広域振興局長寿社会課での対応となるため希望される方は岩

手県へお問い合わせください。電話：0197-22-2850 

1
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介護予防支援等の原案作成委託料支払業務に係る変更について 

 地域包括支援センター（以下「センター」という。）の業務負担軽減を図ること

を目的に、今年度から介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントの原案作成委託

料の支払業務について一部を除きセンターに代わり、岩手県国民健康保険団体連合

会（以下「国保連合会」という。）が実施することになりました。 

１ 原案作成委託料支払業務対象及び対象外一覧 

№ 項目 対象 対象外 

１ 一関広域の被保険者 センターが岩手県内の居

宅介護支援事業所に委託

している場合 

センターが岩手県外の居

宅介護支援事業所に委託

している場合 

２ 住所地特例者 

（一関広域管内の有

料老人ホームなどに

住所があるが管外の

保険者の被保険者） 

保険者が岩手県内の場合 保険者が岩手県外の場合 

３ 生活保護受給者 一関広域が保険者の場合

（65 歳以上、２号被保険

者（医療保険加入者）） 

一関広域が保険者ではな

い場合（みなし２号（医療

保険未加入者）） 

４ 月遅れ請求 令和７年４月以降のサー

ビス利用分の場合 

令和７年３月以前のサー

ビス利用分の場合 

一関広域：一関地区広域行政組合 

【以下、岩手県国保連合会より】 

 ※１ 他県事業所分は対象外とのこと。 

 ※２ 原案作成委託料支払業務の委託チェックは、地域包括支援センターの施設

所在保険者に対して実施するとのこと。 

 ※３ 生活保護みなし２号の方は当初対象とするとしたが、岩手県などとの調整

がなされなかったため対象外とのこと。 

 ※４ 原案作成委託料台帳について開始年月が令和７年４月となっているため、

令和７年３月以前の利用分については対象外とのこと。令和７年４月以降の

利用分は対象となるとのこと。 

 ※５ 対象外の場合は令和７年４月審査分までの支払方法と同じ。 
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２ 委託料の支払い方法 

 業務対象の場合（国保連合会からの支払） 

   国保連合会 → センター（１件 4,420 円－4,000 円＝420 円） 

     〃   → 委託先の指定居宅介護支援事業者（１件 4,000 円など） 

 業務対象外の場合（センターからの支払。従来と同じ） 

   国保連合会 → センター    → 委託先の指定居宅介護支援事業者 

          （１件 4,420 円など） （１件 4,000 円など） 

３ 請求書及び実績報告書の様式等 

 様式 

  ア 業務対象の場合（国保連合会からの支払） 

    「委託料請求明細（実績報告書）」 

  イ 業務対象外の場合（センターからの支払。従来と同じ） 

    「委託料請求書及び委託料請求明細（実績報告書）」（従来と同じ） 

  ウ 介護予防支援用及び介護予防ケアマネジメント用 

    ア、イともに介護予防支援用と介護予防ケアマネジメント用がありますの

で該当するものを使用願います。 

  エ その他 

    さくらまち地域包括支援センターとひらいずみ地域包括支援センターの

運営法人では、従来と同じ様式（イ）でお願いしたいとのこと。 

 提出先及び提出期限 

    委託元のセンターが指定します。 

 その他 

    様式は一関地区広域行政組合のホームページにも掲載しております。 

    ※ 一関地区広域行政組合＞介護保険＞申請書ダウンロード＞介護予防

ケアマネジメント） 



令和  年  月  日 

一関地区広域行政組合介護保険課 宛 

（メール：kaigohoken@city.ichinoseki.iwate.jp） 

（ＦＡＸ：0191-31-3224）※添書不要 

事業所名  

担当者名  

電話番号  

ＦＡＸ番号  

一関地区広域行政組合介護保険課 質問票 

サービス種類 

質問項目 

１ 人員、設備、運営基準について 

２ 介護報酬について 

３ その他（            ）

質問内容 

根拠となる 

条文等 

一関地区広域行政組合処理欄（※以下には記載しないでください。） 

受付日  回答日  





令和７年度 一関地区広域行政組合 集団指導会 アンケート

無記名可 事業所名（                            ）

今後の参考とさせていただきますのでご回答にご協力ください。

該当するものに〇印または記入をお願いします。

質問１ 集団指導会の開催方法で希望するものはどれですか。

①対面方式    ②WEB方式     ③ハイブリット方式（対面方式、WEB方式）

④その他（                             ）

質問２ 説明が聞きたかったこと、または不足していたことはありますか。

 記入欄（                              ）

質問３ サービス提供時の資格確認において、サービス提供事業所から被保険者証、負担割合証のコピ

ー（以下、資格確認書類）がほしいと言われることが多いようですが、実態についてお答え下さ

い。

3-1 サービス提供事業所から資格確認書類がほしいと言われたことがありますか。

   ①よくある    ②ある    ③ない

3-2 3-1で「よくある、ある」と回答した方へ、資格確認書類を提供していますか。

   ①提供している   ②提供していない  ③状況により提供または提供しない

3-3 3-2で「提供している」と回答した方へ、資格確認書類を提供することは業務負担ですか。

   ①対応できないぐらい負担が大きい   ②対応できるが負担である

   ③負担はない

3-4 資格確認書類を居宅介護支援事業所へ求めないようにサービス提供事業所へ改めて説明すべきで

すか。

   ①説明すべきである   ②説明はしなくてよい  ③どちらでもよい 

3-5 資格確認書類をサービス提供事業所から提供を受けていますか。

   ①提供を受けている   ②たまに受けている   ③ない 




